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令和６年度における食品表示法、景品表示法、特定商取引法及び 

北海道消費生活条例に基づく行政措置の状況について 

 

                 北海道環境生活部くらし安全局消費生活課  

表示適正化係・取引適正化係        

 

１ 食品表示法及び景品表示法に基づく措置（詳細は２ページのとおり） 

           （事業者数）                                   

 

区  分  

食品表示法 景品表示法 ※１ 

命 令 指 示 行政指導 措置命令 行政指導 

令和 ２ 年度 ０  ２  ７５  ０  ９  

令和 ３ 年度 ０  ０  ３８  ０  ７  

令和 ４ 年度 ０  ０  ５８  ０  ７  

令和 ５ 年度 ０  ０  ４８  ０  １２  

令和 ６ 年度 ０  １  ２５  ０  １４  

※１ 不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第 134 号） 

 

２ 特定商取引法及び北海道消費生活条例に基づく措置（詳細は３～４ページのとおり） 
（事業者数）  

区  分  

特定商取引法に基づく措置 消費生活条例に基づく措置 

行政指導 

※５ 

業務  

停止  

命令  

 

指示  

業務  

禁止  

命令  

勧告 

※１ 

重大被

害防止

措置※

２  

不当請

求事業

者の情

報提供

※３  

公表 

※４ 

令和 ２ 年度 １  １  ０  １  １  １  ３  ２８ 

令和 ３ 年度 １  ２  １  １  ０  ０  １  ２９ 

令和 ４ 年度 ０  ０  ０  ０  ０  ０  １  ２７ 

令和 ５ 年度 ０  ０  ０  １  ０  ０  ２  ２７ 

令和 ６ 年度 ０  ０  ０  １  ０  ０  １  ２２ 

※１ 北海道消費生活条例（平成 11 年条例第 43 号。以下「条例」という。）の規定に基づく勧告 

※２ 条例の規定に基づく重大な被害を防止するための事業者を特定する情報の提供（不当請求事業者を除く。） 

※３ 条例の規定に基づく不当・架空請求を行っているものと認められる事業者を特定する情報の提供 

※４ 条例の規定に基づく調査妨害及び勧告に従わない旨の公表 

※５ 特定商取引に関する法律（昭和 51 年法律第 57 号）及び条例の遵守を求める行政指導 

 

 

資料２  
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食品表示法及び景品表示法に基づく命令及び指示の状況について（令和６年度） 

北海道環境生活部くらし安全局消費生活課 

表示適正化係 

１ 行政措置の状況 

区分 令和６年度 〔参考〕令和５年度 

食品表示法に基づく命令 ０ ０ 

〃    指示 １ ０ 

〃    行政指導※ ２５ ４８ 

 
生鮮食品 １３ ３０ 

加工食品 １２ １９ 

景品表示法に基づく措置命令  ０ ０ 

〃    行政指導※ １４ １２ 

 

不当景品類 １ ３ 

優良誤認表示 ９ ５ 

有利誤認表示 ４ ３ 

その他の不当表示 ０ １ 

※複数の内容の指導があり、計は一致しない 

 

２ 食品表示法に基づく措置の内容 

法第６条第１項に基づく指示 １件 

(1)事 業 者：生活協同組合コープさっぽろ 

（札幌市西区発寒 11条５丁目 10番１号。以下「コープさっぽろ」という。） 

(2)対 象 商 品：「北の網焼きいか」と称するいか加工品 

(3)対 象 表 示： 原材料に使用されているいかの原産地がチリ又はペルーであり、また、いかの種類     

を確認していないにもかかわらず、容器包装に「原料原産地 青森」、「赤いか（青 

森産）」と表示 

(4)販 売 期 間：令和４年（2022年）11月 11日から令和５年（2023年）10月４日まで 

(5)販 売 数 量：6,369 個（パック） 

(6)法令の適用： 法第４条第１項の規定に基づき定められた食品表示基準第３条第１項及び第２項 

並びに第９条第１項第２号の規定に違反 
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特定商取引法・北海道消費生活条例に基づく行政措置の状況について（令和６年度） 

北海道環境生活部くらし安全局消費生活課 

取引適正化係 

１ 行政措置の状況 

区分 令和６年度 〔参考〕令和５年度 

特定商取引法に基づく業務停止命令 ０ ０ 

〃     指示 ０ ０ 

〃     業務禁止命令 ０ ０ 

条例に基づく勧告 １ １ 

〃   重大被害防止措置 ０ ０ 

〃   不当請求事業者の情報提供 ０ ０ 

〃   公表 １ ２ 

特定商取引法及び条例に基づく行政指導 ２２ ２７ 

 

 

訪問販売 ８ １２ 

通信販売 ２ ５ 

電話勧誘販売 ６ ３ 

訪問購入 １ ２ 

その他（店舗等） ５ ５ 
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２ 法又は条例に基づく措置の内容 

(１) 株式会社Ｌｉｎｋ 【消費生活条例】公表（調査妨害）   

①所 在 地：札幌市東区東苗穂３条１丁目１番８号（登記上） 

②代 表 者：代表取締役 紺野 涼汰 

③業  態：訪問販売（住宅リフォーム、水道工事等） 

④相談概要：訪問販売により住宅リフォームの契約を締結したが、「工事が契約どおりに実施されない」、 

「電話をかけても応答がなく、折り返しの連絡がない」等といった苦情相談があった。 

⑤措 置：報告要求に応じなかった旨の公表（消費生活条例第 51条第１項） 

【内容】 

消費生活条例第 50 条第１項に基づく報告を求めたが、期限までに報告しなかったことから、

その旨公表した。 

⑥公 表 日：令和６年９月 30日 

 

(２) 株式会社Ｌｉｎｋ 【消費生活条例】勧告   

①所 在 地：札幌市中央区南 10条西 13丁目３番 31号（登記上） 

②代 表 者：代表取締役 紺野 涼汰 

③業  態：訪問販売（住宅リフォーム、水道工事等） 

④相談概要：事業者は、住宅リフォーム、水道工事等 （以下 「本件役務」という。）に対応する旨を記載

したウェブサイトにより消費者を誘引し、消費者からの見積依頼を受けて消費者宅を訪問して

現場を確認し、後日、見積書を持参して消費者に提示し、その後、消費者からの契約締結依頼

を受けて消費者宅を再度訪問し、本件役務を有償で提供する契約を締結していた。事業者は、

工期を経過しても工事を開始しない、契約解除が行われたにもかかわらず返金をしないなどし

た。 

⑤違 反 条 項：ア 債務の履行拒否又は不当遅延（条例規則別表７(1)） 

イ 契約解除等に伴う原状回復義務等の拒否・不当遅延（条例規則別表８(6)） 

⑥措 置：勧告（北海道消費生活条例第 17条第３項、第４項） 

【内容】 

ア 消費者との間で締結した契約に基づく債務について、履行期限が過ぎているにもかかわら

ず、消費者からの履行の督促に対して適切に対応せず、又は正当な理由なく履行を拒否し、 

若しくは不当に遅延させる行為を行わないこと。 

イ 申込みの撤回等が有効に行われたにもかかわらず、法令又は契約に基づく返金、原状回復 

又は損害賠償に係る債務について、正当な理由なく完全な履行を拒否し、又は不当に遅延さ

せる行為を行わないこと。 

⑦処 分 日：令和７年１月 21日 

⑧公 表 日：令和７年１月 24日 


